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１ は じ めに

フ ラ ン ス に お い て、 余
剰 計 算 書 の 方 法 論 的 展 開 と 実 践 的 適 用 を 意 図 し て、 １９６９年 以 降、 そ れ

に 関 す る 研 究 成 果 を 公 刊 し て き た 所 得 ・ 費 用 研 究 セ ン タ ー （Ｃｅｎｔｒｅ ｄ１ ６ｔｕｄｅ ｄｅｓ ｒｅｖｅｎｕｓ
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方 法 論 の 集 大 成 を １９８０ 年 に ｌＤ ㏄ ω 伽 舳 あ Ｃ

．
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Ｃ． 第 ５５／５６合 併 号 で 行 っ た
１）
。 そ の 後 は、 Ｄ ㏄ ω 舳

か 由 Ｃ．亙 Ｒ．Ｃ、 に お
い て は 余 剰

計算書それ自体は取り扱われてお らず、 しばらく の間
は所得の進展、 所得政策

を 中心とした主

題 を 公 刊 し て き た
。
し か し

、
１９８７ 年 に 至 っ て 、

従 来 の よ う な Ｄｏｃ〃ｍ２ 〃 ５ 由 Ｃ．
亙
．
Ｒ
．
Ｃ
．

の １ っ の 号 と し て で は な く、 単 行 本 と し て ｒ企 業 の 総 生 産 性 ： 測 定 と 分 配』 を 著 し、 さ ら
に、

そ こ に お け る 技 術 情 報 を 改 訂 増 補 し た 新 版 を１９８９年 に 刊 行 し た
２）
。 こ こ に お い て は、 従 来 の よ

う な方法論あるいは論理モ デルの展開 はわずかしか行われてお らず、 もっ ぱら余剰 分析 の実地

適用 に関する問題に重点がおかれてい る。

既 に 別 著 で 述 べ た よ う に
３し 余 剰 計 算 書 の 構 築 あ る い は 余 剰 計 算 書 法 （ｍ６ｔｈｏｄｅ ｄｅｓ ｃｏｍｐｔｅｓ

ｄｅ ｓｕｒｐ１ｕｓ）
４）
の 適 用 に 関 し て は い く っ か の 疑 義 が あ る 。 そ

の た め
、
Ｃ
．
Ｅ
．
Ｒ
．
Ｃ
．
の 新 著

で は、 Ｃ． Ｅ．Ｒ． Ｃ、が 新 た に 実 施 し
た 中 小 電 機 メ ー カ ー、 中 小 サ ー ビ ス 公 社 （ス キ ー 場 の

ロ ープウェイ 運営）、 中小銀行への余剰 計算書法の適用とその結果の分析に触 れたのち、 実 践

のための技術情報として技術カルテを提示して余剰 計算書法に関する技術的疑義への対 応を図 っ

ている。 余剰 計算書の構築に際 しての問題の 多く は、 特定の利害関係者を想定できない 成果
計

算書 （損益 計算 書） 項目にあった。 とくに 企業 内フロー項目の帰属関係者が、 余剰 計算書の 解

釈 上、 問 題 を 残 し て い る。

そ こ で 本 稿 に お い て は、 Ｃ． Ｅ．Ｒ．Ｃ ．に よ る 技 術 カ ル テ の 体 系 を 紹 介 し た の ち、 論 理 の

限定の ため、 利 害関係者にま つわる技術カ ルテに触 れ、 とく に問題となる企業内部フロー
の利

害関係者 に言及する。 さらに企業内フローの帰属問 題
に関連して、 成果計算書

の残高を構成す

る 成 果 な い し は 利 益 そ れ 自 体 の 利 害 関 係 者 の 取 り 扱 い に 言 及 し て、 Ｃ．Ｅ．Ｒ．Ｃ ．
の 実 地 適

用に重 点を おいた見 解を整理することに したい。

２ Ｃ
．
Ｅ
．
Ｒ
．
Ｃ
．
の 技 術 カ ル テ

前掲の書物 ｒ企業の 総生産 性：測定と分配』 （新版） は目次等を含めて１５５頁 で あり、 ３ 部

で構成さ れて いる。 第１部は 「方法の提示」、 第 ２部は 「３つの適用事例の提示」 となって い
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る。 第１部は本文は１４頁 だけであり、 きわ
めて簡潔に余剰計算書 法によ る総生産性測定のモ デ

ルを記述したのち、 第 ２部で、 前 述
の３つの 中小企業・ 公社 への 適用 結果が本文３４頁構成で示

さ れ て い る。 そ し て、 書 物 の ６ 割
の 部 分 が 第 ３ 部 に あ て ら れ て い る。

第３部は ｒ実地適用上の技 術カルテ」 と題さ れ、 独立 した 序説ののち、 ４っの章がお かれ、

２３の 技 術 カ ル テ （ｆｉｃｈｅ ｔｅｃｈｎｉｑｕｅ） か ら 構 成 さ れ て い る 。 そ こ で 以 下 、 参 考 の た め 第 ３ 部 の

体 系 を 紹 介 し て お く こ と に し よ う
５）
。

序説

第ｗ章 方法の実 地適用 に必要な情報

技術カ ルテ１ 方法の実地適用に 必要な情報

第ｗ章 成果 計算 書項目の数量×価格への分 解

技術カ ルテ２ 販売生産高と購買高

技術カ ルテ ３ 在庫された生産高

技術カ ルテ４ 固定資産化された生産高

技術カ ルテ５ 企業の総生産高

技術カ ルテ６ 助成金

技術カ ルテ７ 資材の在庫変動

技 術カ ルテ８ 消費高１購買一在庫変動

技術カ ルテ９ 外部費用

技 術カ ルテ１０ 租税

技術カ ルテ１１ 人件費

技 術カ ルテ１２ 利息およ び類似費用 （金 融収益）

技 術カ ルテ１３ 減価償却費

技 術カ ルテ１４ 引当金繰入

技 術カルテ１５ 成果

第Ｗ 章 一般技術カルテ

技術カルテ１６ 企業の利害関係 者

技 術カルテ１７ 企業内部フローの 利害関係者

技術カルテ１８ 指数

技 術 カ ル テ１９ イ ン フ レ ー シ ョ ン を 除 去 し た 恒 常 フ ラ ン に よ る 直 接 的 計 算

技術カルテ２０ 質的 影響 と新製 晶 （および廃止製 晶）

技術カルテ２１ 構造 的影響と 「混合」 の影響

第１Ｘ章 計算およ び成果提 示に関する技術カルテ

技術カルテ２２ 生産性利 得の 計算、 交換残高の導出

技術カルテ２３ 成果の提 示
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こ こ に お い て、 分 量 的 に 重 点 が お か れ て い る の は、 一 覧 し た と お り 技 術 カ ル テ ２ か らユ５ に お

ける成果計算書項目の 数量 と価格への分解 であ る。 余剰計算書は、 原則と して 連続する２年度

間の成果 計算書の収益・費用 の各項目の年度間差額を 数量要因と価格 （単価） 要 因に分解 し、

数量の増減からくる差額 を企業の総生産性の変 化から生 じた総生産性 余剰 として分析 し、 また、

価 格の増 減からく る差額を企業 に参画 する各種利害関係 者に影響 を及ぼ した特恵 （得恵ま たは

失恵） と してあとづける計算書である。 したがっ て、 ２年度間の 成果計算 書項目の差額を数 量

要因と価 格要 因に 分解 できなけれ ば、 この 分析 方法自体が有効に機能 しな いから、 要因分解 に

関する技術カルテ は、 実地適用 の基礎となる ものであ る。

ところが、 それとあ わせて 重要なのが、 企業に参画す る各種利害関係者の識別で ある。 各種

利害 関係 者が明確に識別できな けれ ば、 余剰計算書の重要構成要 素である特恵の帰属関係 が不

明 確 に な っ て し ま う か ら で あ る。 そ の た め、 と く に 技 術 カ ル テ１６ と１７ が こ の 問 題 を 取 り 扱 っ て

いる。 ま た、 前述 の要因分解に関する技術カ ルテで取り上 げられて いる 成果 計算 書項目のなか

には、 利害関係者の識別 に難点を残 している項 目も多い。 本稿で論究 しよう とす る成粟・利益

も、 そ の よ う な 項 目 の ユ つ で あ る。 そ こ で 次 に、 利 害 関 係 者 の 識 別 問 題 に 触 れ て お く こ と に し

よ う。

３ 企業内部 フローと 利害関係者

ω 利害関係 者の 識別

成果言十算書に掲載 された収益および費用は、 本来、 それぞれ企業の利害関係 者に対 応してい

る。 すなわち、 売上高は得意 先から生 じ、 債権者は利息 を受け 取る、 等である。 成果 計算書の

多 く の 項 目 に つ い て・ 利 害 関 係 者 の 識 別 は 困 難 で は な い。 と こ ろ が、 や や 複 雑 な 場 合 も あ る。

た と え ば、 企 業 （お よ び 全 体 社 会） に 公 共 サ ー ビ ス （教 育、 防 衛、 道 路、 等） を 供 給 し て い る

国は、 租税 を徴収し、 助成金を企業に 支払うか もしれない。 同時に、 地 方自 治体 は事業税を徴

収する。 こ れらの利害関係 者を 「公権力」 とい う語のもとに１つにまとめること が望 ましいか

も し れ な い。 当 局 （ａｕｔｏｒｉｔ６ ｐｕｂ１ｉｑｕｅ） に よ っ て 決 め ら れ た 課 税 の す べ て を １ つ に ま と め た

い な ら ば、 社 会 保 険 （ＣＯｔｉＳａｔｉｏｎ ＳｏＣｉａユｅ） の 事 業 主 負 担 分 を 同 様 に 加 え る べ き で あ る。 調 査

対 象 期 間 中 に 方 法 や 記 載 （ｐｒ６Ｓｅｎｔａｔｉｏｎ） の 変 更 が な け れ ば、 明 ら か に し た い こ と に 応 じ て、

区別 した り１ っにま とめたりすることは 分析者の視点に応 じて行 われ ればよい
６）
。

この問題 は、 利害 関係 者区分の精細性 にまつ わる問題である
７）
。 こ れに関 しては、 類似の項

目 を １ つ に ま と め る こ と の ほ か、 単 一 の 項 目 の 内 訳 を 設 け る こ と も 考 え ら れ る。 し た が っ て、

こ の こ と は Ｃ．Ｅ ．Ｒ．Ｃ．の い う 公 権 力 に つ い て だ け で は な く、 利 害 関 係 者 と し て は 単 純 な

得意 先等についてもいえるの である。 利害関係者区分の 精細性の 程度に応 じて余剰分析の形式

的 内容 が変化することに注意 しな けれ ばな らない。
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１２〕 企業内ブローの利 害関係者

前述のと おり、 成果計算 書項目
における利害関 係者の識別は、 多くの 場合、 困難 ではない。

そのような項目は、 次の図表１
８）
に 示すよう な、 企業と利害関係者

との ｒやりとり」 から生 じ

たものであ り、 いわば企業
と外部利害歯 係者との問のフローの 表現で ある。

図 表 １ 企 業 を 核 と した フ ロ ー

固… 同
一 ビ ス

ところ が、 成果 計算書の特定の項 目につい ては、 分配時の利害関係者
が明らかではないもの

がある。 な ぜならば、 成果 計算書の 項目の一部には、 たとえ ば、 外部利 害関係者
との財または

サー ビスの フロー を表現 しない項目 があるからである。 これ ら
は もっ ぱら企業内部の会計的記

帳 に よ る も の で あ る。 す な わ ち、 税 引 前 成 果、 処 分 前 成 果、 減 価 償 却 費、 引
当 金 繰 入、 自 製 固

定資産 （固定資産 化された生産高）、 在庫の変動がこれにあ
た る９）。

これらのうち原材料または商 品の 在庫の変動、 在庫され
た 生産 高、 自製固定資産は実質的な

資 産 （ｐａｔｒｉｍｏｉｎｅ） の 変 動 を 記 載 す る も の で あ り、 成 果 計 算 書 の 残 高 （
成 果 ・ 利 益） に 直 接 的、

実質 的に影響する。 減価償 却費のよ うな会計的記帳は、 実際
は、 生産手段の維持に必要な金額

に関する資金 （ｍｉＳｅ） に対応 して いる。 また、 引当金繰 入
は、 将 来の発生の可能性のある損 失

を補償するための項 目であ る。 これらは計上年度においては、 計算上、 成栗計算書の残高 に影

響するが、 実質的な 成果控 除項 目と
はならない。 年度間 に在庫差 額の価 格が変化した場合、 得

恵ま たは失恵を実現 した利 害関係者は誰なのか。 この問 題は自製 固定資産、 減価償却費およ び

引当金繰入について も提起 しう る。 成果計算書を余剰分析の 基礎とす る限り、 この問題 は避 け

ｌｏ）
ら れ な い 。

Ｃ ．
Ｅ
．
Ｒ
．
Ｃ
．
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亙
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沢
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Ｃ
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第 ５５ ／ ５６ 合 併 号 に お い て 、 成 果 計 算 書
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を基礎と した 余剰 計算書を生 産性余剰計算書 と位置づけ、 ここで論述 している問 題に対応する

た め、 交 換 計 算 書 （Ｃ ．Ｅ ．Ｒ．Ｃ ．の 用 語 で は 売 買 計 算 書 ） を 基 礎 と し た 交 換 余 剰 計 算 書 を

作成 し、 生産性余剰 計算書 と交換余剰計算書を合体 して 余剰総合計算書を作成する 論理 モ デル

と計算事例を示している
ｌ１し

ところがここで取り上 げてい る書物においては、 これ らの 精特 な論理展開は行わ れて おらず、

余剰計算書概念か らす ると生産性余剰計算書 に近 い分析体系に戻って しま って いる。 その理 由

は、 な に よ り も 実 地 適 用 を 重 視 し て い る こ と に あ る と 考 え ら れ る。 そ こ で、 企 業 内 部 フ ロ ー 項

目の利害関係者につ いては、 以下のようなきわめて便 宜的な見解を取っているの である。

Ｃ．Ｅ．Ｒ ．Ｃ．に よ る 第 １ の 解 法 は、 企 業 内 部 フ ロ ー 項 目 の 価 格 の 変 化 が、 企 業 そ れ 白 体

への失恵ま たは得恵を生 じると 考える論理である。 この 場合は、 失恵、 得恵、 生産性変 化を総

合的 に表現する計算書、 すなわ ち余剰 計算書において、 これ らの 失恵ま たは得恵を生 み出 すも

と に な る 内 部 フ ロ ー、 す な わ ち 減 価 償 却 費、 引 当 金 繰 入、 在 庫 の 変 動、 等 を 指 し 示 す も の と し

て、 ｒ企業」 という 利害関係者が現れること になる
１２し この解法は余剰 分析にな じまない。 企

業それ自体がみずから生成 した 余剰 は、 生産性余剰であ り、 価 格の年度間変化からく る特恵 は、

企業と外部 とのやり とり から生 じるはずである。 いわば、 価格の変化は、 企業の 外部者に対す

る影響であり、 企業 それ自体 はそれらの媒体 となる にすぎないと考え られるので ある。

Ｃ．Ｅ．Ｒ ．Ｃ．に よ る 第 ２ の 解 法 は、 こ れ ら 企 業 内 部 の フ ロ ー は す べ て 、 原 則 と し て 、 企

業固有の価値を維持する かま たは増加することを目的 として いるという恩考か ら発している。

したがって、 企業内部の動き は企業に出資したものすべて の権 利に直接影響する とす る。 そ し

て、 これらの項目については、 株主な い しは出資者集団が 企業 の唯一の利害関係者で あると主

張 して いる。 年度問に、 在庫の変動、 自製固定資産、 減価償却費お よび引当金繰人の価格 に変

化があ る場合、 そこか ら恩恵 を受 ける （得恵） かまたは企業に恩恵 を与える （失恵） のは 出資

者である と考えるのである。 在庫の変動は 企業外部の利害関係 者に 結び付けられえない。 その

か わ り に、 在 庫 の 変 動 は 企 業 の 流 動 資 産 に 対 す る、 す な わ ち 企 業 価 値 に 対 す る 対 価 （ｃｏｎｔｒｅｐａｒ

ｔｉｅ） を有 している。 年度問 の価 格の変動は、 企業価値 に関係す る 利害 関係 者、 す な わち 出資

者集団に充て られる 失恵ま たは得恵を生成する。 自製 固定資産、 減価償却費およ び引当金繰入

にっいても同様の論理を主張 しうる。 減価償却 費は 経営によって生まれ、 企業の生産 資本を現

状 のまま 維持するた めに蓄え ておかれる成果の一部で ある。 したがって、 減価償却費 は企業価

値 に直 接影響する。 引当金繰 人と 自製 固定資産について も事情 は同様である。 そ して余剰 計算

書 は、 これら各々の項目にっいて も、 失恵ま たは得恵を明確 に示すであろうから、 出資者ま た

は 株 主 に 対 す る 特 恵 と し て こ れ ら を 連 結 す る こ と を Ｃ ．Ｅ．Ｒ．Ｃ ．は 提 案 し て い る
１３）
。

Ｃ
．
Ｅ
．
Ｒ
． Ｃ ．

に よ る こ れ ら の 見 解 な ら び に 提 案 は
、
Ｄ ㏄“ｍ２ 〃 ５ 由 Ｃ

．
亙
．
児
．
Ｃ
．
第

５５／５６合併 号において行われた生産性余剰 計算書、 交換余剰計算書、 余剰 総合計算書という一

連の論理展開を考え るな らば、 明らか
に後退 して いる。 生産性余剰計算書 におけるこのような
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項目の利害関係 者の不明確性を避 けるため にこそ、 単独では大きな 意味を持たない交換余剰計

算書を導 入し、 両者を余剰総合計算書と して合 体する際に、 こ れら不明確項 目が相殺されると

い う 構 造 を 取 っ て い た は ず で あ る。 た し か に、 別 著 で 指 摘 し た と お り
１４）
、 余 剰 総 合 計 算 書 に は、

企業の将来の生産力 の増 強のための投資額 の変 分と解することができる ｒ正 味物的資産数量変

分 額」 が存在 し、 こ れ自体
が特定の利害関係 者を有 するのかどうかには大き な問 題が残っ てい

る。 したがって、 こ れも企業価値を高める項 目とみ ることにすれば、 あ えて 余剰 総合計算書を

作成しなくても、 生産性余剰計算書で十 分分析できるとい えるの かもしれない。 それでもな お、

こ れ ま で の 精 緻 な 論 理 展 開 か ら す る と、 Ｃ．Ｅ．Ｒ．Ｃ ．の こ れ ら の 見 解 は 便 宜 的 な も の で あ

り、 実 地適 用の可能性をでき るだけ大きくする簡便な 論理であるということができよ う。

４ 成果・利 益に関 する利害関係者

利害関係 者の特定に関して疑義 のある項目のうち、 以 上の考察で取り上げ られていな いのが

成果 （ない しは利益） である。 前掲の 体系のとおり、 成 果に 関しては、 成果計算書項目の 数量

×価格への 分解に関する技術カ ルテ１５で扱われている。 しか し成果それ自体についての利 害関

係 者 は 単 純 で は な い。 そ こ で 以 下、 こ の 技 術 カ ル テ の 内 容 を 整 理 し て お こ う。

Ｃ． Ｅ．Ｒ，Ｃ． は、 原 則 と し て 、 余 剰 計 算 書 法 は 経 常 的 な 税 引 前 お よ び 処 分 前 の 成 果 に 留

意しなけれ ばな らな いと して いる。 このこ とは余剰 計算書法がまさ に提供しよ うとする企業の

実質的で正常な 活動 の忠実な像 （ｉｍａｇｅ） を 損ないかねない臨時・例外的 な要素を考慮 しない

と い う こ と で あ る１５）。

さて、 処分前成果は当然のことなが ら費用ではなく企業全体 の活動に報いる残高である。 Ｃ．

Ｅ，Ｒ． Ｃ．は 処 分 前 成 果 は、 い か な る 生 産 手 段 の 数 量 の 変 化 に 関 係 す る も の で も な い と す る。

した がって、 処分前成果の差 異はもっ ぱら価格の影響 に帰することになる。 その 結果、 処分前

成 果 の 数 量 指 標 は、 絶 え ず １ に 等 し い。 そ れ で も な お Ｃ．Ｅ ．Ｒ．Ｃ． は、 年 度 間 の 成 果 価 額

の差巽を、 それ自体、 数量差異と価格 差異に分解 しなけ ればならないとしてい る
１６し この見解

は、 一見、 矛盾している。 数量指標 が１で不変であれ ば、 差異は価格差異だけの はずで ある。

した がっ て、 この数量差異と価格差異 に分解するという 見解 は、 成果処分を前提と したもの と

み る こ と が で き よ う。

すなわち、 成果 処分を織り込むと、 成果 に関して 次の図表
乞の よう な各種利害関係者を想 定

できる１７し

余剰計算書 法は 各種利害 関係者についての 得恵ま たは失恵の形成を 示すために 「分配」 とい

う 用 語 を 用 い る。 Ｃ．Ｅ ．Ｒ．Ｃ． は、 成 果 に つ い て い え ば、 も ち ろ ん 株 主 集 団 が 問 題 で あ る

としている。 企業の 利害関 係者の大部分について、 分配、 すなわ ち得恵ま たは失恵の意義は ほ

と ん ど 間 題 を 生 じ な か っ た。 成 果 に っ い て は、 そ れ が 残 高 で あ り、 負 の 価 額 を 取 り う る の で、

少しばかり微妙であ るとす るのである１８）。
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図 表 ２ 成 果 処 分の 利 害 関 係 者

分配 利害関係者 数量指標

配当金 株主 恒常 フラ ンによる自 己資本

法人税 国 恒常 フランによる自己資本

成果参加額 従業員 恒常フラ ンによる分 配標準

キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー 企 業 そ れ 自 体 お よ び 企

業 を 通 し て、 資 本 主

恒 常 フ ラ ン に よ る 自 己 資 本、
ま た は 不 変 で １ に 等 し い

し か し、 成 果 処 分 を 想 定 す る と、 前 掲 の 図 表 ２ の と お り、 配 当 金、 法 人 税、 成 果 参 加 額 に 関

する利害 関係 者の識別や余剰分析は困難 ではなかろう。 問題となるの はキャッ シュフローであ

る。 これ もま た企業内部フローであり、 企業価値 を高めるものと して、 企業そ れ自体ま たは株

主 な い し は 出 資 者 と い う 利 害 関 係 者 が 想 定 さ れ う る こ と に な る。 Ｃ．Ｅ ．Ｒ，Ｃ ．は こ の 項 目

に っ い て は 明 言 し て い な い が、 も し そ う で あ る と す る と、 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー の 利 害 関 係 者 が 株

主で あるという見解は、 近年の 米国にみ られる投資情 報として の情報価値観か らは是認 される

か も し れ な い が、 余 剰 分 析 に は な じ み に く い。

た だし、 分配前成果を余剰分析に使う という見解をとれ ば、 形 式上、 株主にその分配決定権

が 存 す る か ら、 便 宜 的 に 株 主 を 利 害 関 係 者 と す る 見 解 も 成 立 し よ う。 Ｃ．Ｅ．Ｒ．Ｃ ．は そ の

ような視点か ら、 成果に関 する得恵または失恵の 計算 事例を掲 げている。 す なわち、 年度 間で

成果が高まった場合、 もし成果 が黒字であれ ば、 株主 はより大きな額を分配 に使 うこと ができ

て 得恵 を受けるし、 もし成果が 赤字 であっても、 状況 は改 善され、 株主が勘定を埋 め合わせる

た め の 失 恵 が 減 る こ と に な る。 ま た、 成 果 が 悪 化 し た 場 合 は、 常 に 株 主 は 失 恵 を 被 り、 も し 成

果が黒 字のまま であっても、 株主はより 少ない額しか分配に使えな いし、 もし成果が赤字であ

れ ば、状況は悪化 し、 株主は準備金 を取り崩すかまた は新 たな 資本拠出を しな けれ ばな ら ない

こ と に な る。 こ れ ら の 得 恵 ・ 失 恵 の 計 算 原 理 は 次 の 図 表 ３ の よ う な 計 算 事 例 で 示 さ れ る
１９）
。

Ｃ－ Ｅ．Ｒ．Ｃ．の 分 配 前 成 果 の 見 解 は、 形 式 的 に は 理 解 可 能 で あ る。 し か し、 そ の 場 合、

前掲 の図表２の国、 従業員への得恵ま たは失恵は余剰 分析 に算 入されない結果となる。
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図 表 ３ 成 果 の 推 移 と 分 配

年 度 １ 年 度 ２ 状 況 分 配

十 ３ ０ ０ 十 ５ ０ ０ 改 善 得 恵 ２ ０ ０

十 ５ ０ ０ 十 ２ ０ ０ 悪 化 失 恵 ３ ０ ０

十 ２ ０ ０ 一 １ ０ ０ 悪 化 失 恵 １ ０ ０

一 １ ０ ０ 一 ３ ０ ０ 悪 化 失 恵 ２ ０ ０

一 ３ ０ ０ 一 ２ ０ ０ 改 善 得 恵 １ ０ ０

一 ２ ０ ０ 十 １ ０ ０ 改 善 得 恵 ３ ０ ０

５ むす び

余剰言十算書の意義は、 き わ
めて端的にいえ ば、 企業の物的・数量的生産 努力の 結果を生産性

余剰ない しは生産性利 得として 測定 し、 それと ともに企業の生産活動に参画す る個別 の属性を

有した利害関係者 に対す る価格変化の影響額を特 恵、 すなわち得恵また は失恵として測定 した

上で、 企業を核
と した価値 の分配の変化を表現す ることにある。 したが って、 成果計算書の各

項目が利害関係者の個 別の 属性に結びつかな いと、 余剰計算書それ 自体 の構築 が困難になる。

Ｃ．Ｅ．Ｒ．Ｃ．は 従 来 こ
の 問 題 に 着 目 し、 属 性 の 不 明 確 な 点 を 可 能 な 限 り 除 去 す る 精

緻 な

論理モ デル展開を図って きた。 ところが本稿で部 分的に紹介 した新著に おいては、 少なからぬ

解 釈 上 の 簡 便 法 を 導 入 し て い る。 こ の こ と は、 こ こ に お い て Ｃ． Ｅ．Ｒ．Ｃ ．は、 複 雑 な 論 理

モ デルの展開を志向 せず、 第１に実地適用の 可能性を追求すること を意図しているからである

と考えることができ る。 精緻な論理モ デルの展 開は、 余剰計算書の分析 能カを高 める
ためには

欠くことができな い。 しか し、 現状では、 精緻な 論理モ デルを実際のケ ースに適用 しようとす

れ ば、 多 く の 困
難 を 提 起 す る と 思 わ れ る。 Ｃ．Ｅ．Ｒ． Ｃ．の 技 術 カ ル テ は、 適 用 可 能 性 に 重

点をおき、 具体的 な数値事例
を使って解 法を示そうとするものであ る。 そこから、 従来の論理

モデルの展開 と比べ ると、 本稿で指摘 した範 囲だけからでも、 利害 関係者の属性の不明確さな

い しは安易さ が見受けられる。 とくに 企業 内部 フローは、 成果 計算書 の重要事項の１つ
を構成

しており、 適用可 能性と論理整合性が 必ずしも並立せず、 背 反関係 にあ る可能性が高い
と して

も、 論理 整合姓 をも高める努力は要 求さ れよ う。

と は い え、 Ｃ．Ｅ ．Ｒ．Ｃ ｌが 実 地 適 用 を 強 く 志 向 し は じ め た こ と が う か が わ れ、 技 術 カ ル

テの充実・ 改訂により、 精級さ を徐々に増 した余剰分析の実際例の 蓄積が期待される。
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